
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

2,224,935 565,785

現 金 及 び 預 金 582,056 162,488

受 取 手 形 630,587 65,440

売 掛 金 530,841 98,383

製 品 210,779 4,775

原 材 料 128,975 186,285

仕 掛 品 68,748 5,760

貯 蔵 品 596 42,553

前 払 費 用 12,509 98

繰 延 税 金 資 産 42,463 414,496

子会社短期貸付金 22,424 330,105

そ の 他 960 9,640

貸 倒 引 当 金 △ 6,008 74,751

705,977

553,362 980,282

建 物 259,174

構 築 物 231 435,450

車 両 運 搬 具 3,468 550,750

工 具 器 具 備 品 50,754 550,750

土 地 239,733 964,430

32,840 7,000

ソ フ ト ウ ェ ア 32,449 562,019

そ の 他 390 特別償却準備金 8,152

119,775 固定資産圧縮積立金 3,867

子 会 社 株 式 60,571 別 途 積 立 金 550,000

出 資 金 60 395,410
破産債権、更生債権その他
こ れ ら に 準 ず る 債 権 1,632

長 期 前 払 費 用 983

繰 延 税 金 資 産 34,625

差 入 保 証 金 11,587

保 険 積 立 金 11,947

貸 倒 引 当 金 △ 1,632 1,950,630

資 産 合 計 2,930,913 2,930,913

投資その他の資産

流 動 負 債

有 形 固 定 資 産

資 本 金

無 形 固 定 資 産

資 本 剰 余 金

流 動 資 産

固 定 資 産

固 定 負 債

買 掛 金

金　　額

貸　借　対　照　表
（平成16年７月31日現在）

（単位：千円）

科　　　目 金　　額 科　　　目

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

一年以内返済予定長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

そ の 他

長 期 借 入 金

退職給付引当金

任 意 積 立 金

負債及び資本合計

資 本 合 計

当期未処分利益

役員退職慰労引当金

（ 資 本 の 部 ）

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

負 債 合 計
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（単位：千円）

3,169,728 3,169,728

1,194,670

1,332,922 2,527,592

642,135

581

752 1,333

8,235

22,583

15,118 45,938

597,531

34,024 34,024

631,555

272,000

△ 18,211 253,788

377,767

17,643

395,410

( 経 常 損 益 の 部 )

営 業 損 益 の 部

営 業 収 益

売 上 高

損　益　計　算　書
平成15年８月１日から
平成16年７月31日まで

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

経 常 利 益

営 業 費 用

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

（ 特 別 損 益 の 部 ）

特 別 利 益

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

公 開 関 連 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
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注 記 事 項 

Ⅰ．重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式…………………………………移動平均法による原価法 
その他有価証券（時価のないもの）……移動平均法による原価法 

２．棚卸資産の評価基準および評価方法 
製品、原材料、仕掛品……………………総平均法による原価法 
貯蔵品………………………………………最終仕入法による原価法 

３．固定資産の減価償却方法 
(1) 有形固定資産…………定率法によっております。但し平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法によ

っております。 
(2) 無形固定資産…………定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能見込期間（５

年）による定額法を採用しております。 
４．引当金の計上方法 
(1) 貸倒引当金……………債権の貸倒による損失に備えるため一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等の特定の債権

については、個別に回収可能性を考慮して回収不能見込額を計上しております。 
(2) 賞与引当金……………従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当期に負担すべき金額を計上しておりま

す。 
(3) 退職給付引当金………従業員に対する退職金の給付に備えるため、退職給付債務および年金資産見込額に基づき計上しております。 
(4) 役員退職慰労引当金…役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。なお、当該

引当金は商法施行規則第43条に規定する引当金であります。 
５．繰延資産の処理方法 

支出時の費用として処理しております。 
６．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。 

７．消費税等の会計処理 
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

Ⅱ．貸借対照表注記 
１．子会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 53,329 千円 
２．有形固定資産の減価償却累計額              97,999 千円 
３．リース契約により使用する資産 
貸借対照表に計上した固定資産の他、事務用機器等についてはリース契約により使用しております。 

４．税効果会計関係 
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動） 
賞与引当金限度超過額 17,149 千円 
貸倒引当金限度超過額 1,882 
未払事業税 17,452  
その他 8,394 

繰延税金資産（流動）合計 44,878 
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繰延税金負債（流動） 
特別償却準備金 1,298 千円 
その他 1,116 

繰延税金負債（流動）合計 2,414 
繰延税金資産（流動）の純額 42,463 

 
繰延税金資産（固定） 
貸倒引当金限度超過額 511 千円 
役員退職慰労引当金 30,124 
その他 7,338 

繰延税金資産（固定）合計 37,974 
繰延税金負債（固定） 
特別償却準備金 2,940 千円 
その他 408 

繰延税金負債（固定）合計 3,348 
繰延税金資産（固定）の純額 34,625 

 
 
Ⅲ．損益計算書注記
１．子会社との取引高 売上高 183,084 千円 
  営業取引以外の取引高 385 千円 
２．１株当たり当期純利益  24,414 円 
 
（注） 貸借対照表および損益計算書の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単 位 ：円 ）

金              額

395,410,237      

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 1,874,185      

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 1,609,452      

398,893,874      

これ を次の とお り処 分いたしました 。

利 益 配 当 金 29,700,000      
１ 株 に つ き 1 ,500 円

　内 訳

普 通 配 当 金 1,00 0 円

上 場 記 念 配 当 金 500 円

役 員 賞 与 金 15,000,000      

（ うち 、監 査 役 賞 与 金 1,000 ,000円 ）

別 途 積 立 金 340,000,000      

384,700,000      

14,193,874      

合 計 ○

【 利 益 処 分 額 】

【 次 期 繰 越 利 益 】

合 計 ○

科                              目

利   益   処   分   計 　算 　書

【当 期 未 処 分 利 益 】

【 任 意 積 立 金 取 崩 高 】
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